
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画保全・施設群管理

 公共建築物を長期間有効に活用することが求めら

れています。そのために効率的かつ適切な保全が必要

です。そこで建築物の現状を把握し、計画保全の実施

と、各施設の情報を集約し、施設を複数まとめて保全

計画を検討する施設群管理を行うことが有効です。 

当研究所では「市町村の建築物保全支援システムに

関する研究開発（H18,19 年度）」において、建築物

劣化の調査診断、施設群の修繕計画策定、保全情報管

理を支援するシステムを開発し配布していますが、建

築物を長期間活用するためには、耐久性だけでなく経

年により陳腐化した機能を改修する必要があります。

本研究では機能に関する調査診断技術を提案します。

平成 13 年に「官庁施設の基本的性能基準（国土交

通省大臣官房官庁営繕部）」が定められ、官庁施設が

備えるべき性能が示されました。この基準は官庁施設

だけではなく、各自治体が所有する建築物の性能基準

としても活用することが出来ます。本研究ではこれら

の性能基準や北海道の地域性等を考慮した調査診断

項目を検討するとともに、調査診断を行っている先進

事例や、既往の調査診断技術の視点や課題を整理し、

自治体内の建築技術者が実施可能な調査診断技術を

提案しました。また本技術を道内自治体の建築物に試

行し、実用性を検証しました。さらに本技術の調査診

断結果を計画保全や施設群管理へ活用する方法につ

いて提案しました。 

 市町村の建築技術者が建築物の機能について調査診断可能な技術を提案しました。本技術とこれま

でに開発した「建築物保全支援ツール（H18,19 年度）」を合わせて活用することにより、統一した

基準で簡便に建築物の現状を把握することができます。 

本技術は「建築物保全支援ツール」と合わせて希望する道内市町村へ配布を行います。 
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研究期間：平成２０～２１年度（終了） 

研究区分：一般試験研究 

※０点未満を赤色、0 点超えを青色

大項目 小項目 調査項目

耐震性
建築竣工年
耐震診断・耐震改修の有無

1981年築以前の建物、判
定基準を満たしていない、
耐震改修未実施

1981年築以降の建物、判
定基準を満たしている、耐
震改修実施済

重要度係数1.25又は1.5で
設計されている。

消防点検
指摘事項あり 指摘事項なし又は対策済み

消防法を上回る防災設備を
設置。

定期報告 指摘事項あり 指摘事項なし又は対策済み

敷地内通路の安全性の確保
等

苦情あり。日頃気になる。
事故あり。

苦情なし 雪対策をおこなっている。

雪処理に対する対応 苦情あり。堆雪スペースが
ない。

苦情なし。 雪対策をおこなっている。

安
全
性

レベルⅠ（劣） レベルⅡ（適） レベルⅢ（優）

火災

雪害・凍結

調査シート（抜粋）

活用方法の提案 建築物の保全項目の把握 

研究の流れ 

 

点数化 -1 0 1 

診断結果の点数化例

今後

試行

適 劣 優

調査項目 診断基準

調査項目設定

診断基準設定

小項目 Ｔ公民館 Ｏ会館
Ｋ福祉

センター
Ｓ保育園 Ｓ'保育園 Ｉ保育園

耐震性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
火災 -0.5 -0.5 -0.5 0.0 0.0 0.0
雪害・凍結 0.0 0.0 0.0 -0.5 -0.5 0.0
劣化対策 -1.0 -0.5 -1.0 -0.5 -0.5 0.5
防災・防犯 -0.5 -0.5 -0.5 0.0 0.0 -0.5
省エネ・省資源 0.0 -0.5 -0.5 -1.0 -1.0 -1.0
周辺環境保全 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
適正使用・適正処理 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
バリアフリー -1.0 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0
室内環境 -0.5 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0 0.0
適正規模 0.0 0.0 0.0 -1.0 -1.0 0.0
情報化対応 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0
地域性 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0
快適性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
コスト 0.0 0.0 0.0 -1.0 -1.0 -1.0
耐久性 0.0 -0.5 -0.5 -1.0 -1.0 0.0

合計 -5.5 -6.5 -7.0 -9.0 -9.0 -5.0
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